（様式第１号）
　番　　号
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　　年度農業６次産業化促進支援事業実施計画承認申請書
農業６次産業化促進支援事業実施要領（平成２３年４月１日付け農流第６４号）第７の１の規定に基づき、関係書類を添えて承認申請します。
（様式第２号）
　番　　号
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　　年度農業６次産業化促進支援事業実施計画変更承認申請書
　　年　　月　　日付け農流第　　　号により計画承認された標記事業実施計画について、下記のとおり変更したいので、農業６次産業化促進支援事業実施要領（平成２３年４月１日付け農流第６４号）第７の３の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
１　変更の内容

２　変更の理由

３　添付書類

　（１）事業実施計画書（様式第４号）

　　　　（注）変更前と変更後の内容が対比できるように作成すること。

　（２）その他必要な書類

（様式第３号）
　番　　号
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　　年度農業６次産業化促進支援事業実施計画中止（廃止）承認申請書
　　年　　月　　日付け農流第　　　号により計画承認された標記事業実施計画について、下記のとおり中止（廃止）したいので、農業６次産業化促進支援事業実施要領（平成２３年４月１日付け農流第６４号）第７の３の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
１　中止（廃止）の理由

（様式第４号）

農業６次産業化促進支援事業実施計画（実績）書

１　事業の目的（事業に取り組む背景、理由、目的などについて記述）

	


２　事業実施主体の概要

	氏名（名称及び代表者名）
	

	住所

（主たる事務所の住所）
	

	構成員数（人）
	
	設立年月日
	

	農林漁業の概要
	作目：
	作目：
	作目：

	
	経営面積
	生産量
	経営面積
	生産量
	経営面積
	生産量

	
	
	
	
	
	
	


※作目が４種類以上の場合は、欄を増やし記入すること。

３　事業計画（実績）

（１）開発商品の概要

	商品名
	内　　　　容

	
	※原材料(農林水産物使用割合)、加工方法、パッケージ方法、想定単価、

セールスポイント等について、具体的に記述

※本事業により導入した機械等がどの過程でどのように活用されるか記述

※年度内に新商品の完成品、または試作品を作製できる実現性のある計画を

記述

※商品開発にあたって、商工業者等の協力を得る場合は、協力体制について

記述

原料の生産及び使用量

事業実施年度

1年目

2年目

3年目

農林水産物名

生産量

使用量



	使用農林水産物名
	

	
	


（２）開発した商品の販売方法
	商品名
	販売開始時期
	販路開拓・ＰＲ方法
	販売方法
	備　考

	
	
	※展示・商談会への出展など具体的に記述
	※インターネット販売、販売先など具体的に記述

※販売にあたって、商工業者等の協力を得る場合は、協力体制について記述
	


（３）製造・販売計画（実績）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	事業実施年度

（　　年度）
	１年目

（　　年度）
	２年目

（　　年度）
	３年目（目標年度）

（　　年度）

	商品名
	製造量

(t)
	販売額

(千円)
	製造量

(t)
	販売額

(千円)
	製造量

(t)
	販売額

(千円)
	製造量

(t)
	販売額

(千円)

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（４）目標を達成するための具体的取組内容

	


４　整備内容

（1） 機械・器具等の整備計画（実績）

	事　業　の　内　容
	単価
	金額
	工期
	備考

	機械・器具等の

種類及び内容

（品名・形式等）
	事業量

（台数等）
	設置

場所
	
	
	着工

(予定)

年月日
	完了

(予定)

年月日
	

	合計
	
	
	円
	円
	
	
	


※３者以上による入札または見積合せを原則とする。

（2） 機械・器具等の利用計画（実績）
	区分
	機械・器具等の

種類及び内容
	規模・台数
	利用期間
	処理量
	備考

	事業実

施年度
	
	
	
	
	

	翌年度

以降
	
	
	
	
	


５　経費の配分
	総事業費
	負　担　区　分
	備考

	
	県　費
	市町村費
	その他
	

	円
	円
	円
	円
	


６　事業完了（予定）年月日　　　　　　　年　　月　　日
７　６次産業化実践アドバイザー又は岐阜県６次産業化プランナーの活用計画（実績）

	
	時期(年月日)
	アドバイザー／

プランナー氏名
	助言内容

	計画作成時
	
	
	

	事業実施年度

（機械等導入後）
	
	
	

	１年目
	
	
	

	２年目
	
	
	

	３年目
	
	
	


　［添付資料］　

（１）事業費見積書＜計画書のみ＞

（２）カタログ＜計画書のみ＞

（３）位置図

（４）総合化事業計画認定証の写し又は総合化事業計画書（案）の写し

（５）認定農業者、認定新規就農者等を証明する書類の写し（認定農業者、認定新規就農者の場合）

＜計画書のみ＞

（６）定款又は規約等（団体の組織及び運営等を定めたもの）の写し（農業法人、農業者の組織する

団体の場合）＜計画書のみ＞

（７）「６次産業化実践アドバイザー活動結果報告書」または「6次産業化プランナー支援報告シート」等、

助言内容のわかる書類（加工予定の農産物の生産、加工品の開発導入する機械、販売方法・販路開拓等

について課題や助言が詳しく記載されていること）

（８）規模決定根拠資料（生産工程を記載すること）＜計画書のみ＞

（９）導入機械等の管理運営規定

（１０）開発商品に関する資料（写真、規格等）＜実績書のみ＞

（１１）その他必要な書類

（様式第５号）
　番　　号
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　　年度農業６次産業化促進支援事業の補助金交付決定前着工届
農業６次産業化促進支援事業計画に基づく別添事業について、下記条件を了承の上、補助金交付決定前に着工したいので届出ます。

記

１　補助金交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するものとする

２　補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと

３　当該事業については、着工から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画変更は行わないこと

（様式第６号）
農業６次産業化促進支援事業実施状況報告書（　　　　年度）
 事業実施年度                  
 市町村名                      
 事業実施主体名　              
	商品名
	　製造量（ｔ）
	販売額（千円）
	６次産業化実践アドバイザー

岐阜県６次産業化プランナー

活用実績
（氏名、時期、内容）
	実施に対する事業実施主体の評価

（計画を下回っている場合は、

改善に向けた方針を記入）

	
	計画
	実績
	計画
	実績
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※該当年度に「６次産業化実践アドバイザー活動結果報告書」または「6次産業化プランナー支援報告シート」等、

助言内容のわかる書類（加工予定の農産物の生産、加工品の開発導入する機械、販売方法・販路開拓等について

課題や助言が詳しく記載されていること）を添付すること。

（様式第７号）
　番　　号
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　　年度農業６次産業化促進支援事業実績報告書（実施状況報告書）
農業６次産業化促進支援事業実施要領（平成２３年４月１日付け農流第６４号）第９の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。
（様式第８号）

番　　　号　
年　　月　　日　
岐阜県知事　様
所在地
団体名
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　㊞
農業６次産業化促進支援事業実施に関する改善計画について

○○年度において実施した農業６次産業化促進支援事業について、当初事業実施計画の成果目標の達成が図られるよう、下記の改善計画を実施することとするので、報告します。
記
１．事業の導入及び取組の経過
２．当初事業実施計画の成果目標が未達成となった理由及び達成に向けた取組
	成果目標
（　商品名　）
（　　年）
	目標年度における成果目標の達成率及び未達成となった理由等
	目標達成に向けた取組

	
	達成率
	未達成となった理由
	

	製造量
	(t,個　等)
	%
	
	

	販売額
	(千円)
	%
	
	


　※商品が複数ある場合は、適宜行を増やして記載
３．機械・器具等の利用の実績及び改善計画
	
	指標
	事業実施状況
	改善計画

	
	
	3年目
（　　年）
	改善計画策定(　　年)
	1年目
(　　年)
	2年目
(　　年)
	改善目標
(　　年)

	商品名

	製造量
(t,個　等)
	
	
	
	
	

	
	販売額
(千円)
	
	
	
	
	

	機械・器具名
規模・台数
【耐用年数
　○年】
	利用期間

	
	
	
	
	

	
	処理量
(t,㎏　等)
	
	
	
	
	


※　商品や導入機械等が複数ある場合は、適宜行を増やして記載
４．改善方策
（問題点の解決のために必要な方策を、事業内容の見直しを含め具体的に記述すること）
５．改善計画を実施するための推進体制
（６次産業化実践アドバイザー、岐阜県６次産業化プランナー等支援機関の活用計画等）
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